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一般に公共的施設が供給するサービスの質は， その利用者が増加するにつれ

て低下すると考えられる。道路サーピスの供給において乙のことは顕著な形で

現われる。自動車による道路走行において， 道路利用者は相互に彼らの走行条

件に影響を及ぼし合う。すなわち利用者数が増加するほど各自動車の走行速度

は低下し，一定距離の走行に要する時間は増加するという， 広い意味での混雑

現象が生ずる。 そして一定限度を超えて道路が利用された場合は，いわゆる停

滞的状態に陥ることになる。

道路利用者はトリップの意思決定にあたっては， 自らがそのトリップに要す

る利用者費用（私的費用）しか考慮しないが，彼のトリップは他のすべての道路

利用者の利用者費用をも高めているのである。すなわち彼は自らのトリップが

道路利用者全体に及ぼす費用（社会的費用）については何ら考慮していなし＂＼ 1）。

したがって， 道路利用における私的費用の側面だけでなく，その社会的費用の

側面をも考慮した上で， 社会的に最適な道路利用がどのようなものであるかを

追求する必要があるだろう。 Walters,A. A.は彼の先駆的論文〔9〕の中で，

社会的限界費用と私的限界費用との差を混雑税としてすべての利用者から徴収
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する乙とによって， 社会的に最適な道路利用が達成されうる乙とを明きらかl乙

した。

本稿の課題は道路サーピスに対する需要が所与であるときに， いくつかの経

済的観点のもとでの道路利用について考察してゆく乙とにある。 まず1節では

混雑発生のメカニズムを明きらかにする。次に2節では道路容量が与えられて

いるときの利用水準について考察し， 続いて3節では，道路容量とその利用水

準の両者を決定するという，投資決定の問題を分析する。 これらの節では，ま

ず社会的に最適な利用水準とそのとき課すべき混雑税を導く。そして次に，道

路当局が企業者的立場からとる若干のポリシーによって決定される利用水準に

ついて考察する。 そして社会的な最適利用水準とこれらポリシーにより決定さ

れた利用水準の比較を行なう。

1）本稿において社会的費用とは， Fある道路利用者が彼個人として支払う私的費用

に対して，彼がその道路の利用者全体に及ぼす費用という意味で用いられていて，

非利用者に対する外部効果を含んだ概念ではない。

1. 混雑発生のメカニズム

一般的に，道路容量がある与えられた大きさであるとき， 一定時間内での道

路利用水準が増加するほど各自動車の走行速度は低下する。 これは広い意味で

の混雑現象である。そして利用水準が一定限度を超えて増加すると走行速度は

急激に低下し，停滞的状況を呈する乙とになる。 われわれはまずこのような物

理的混雑現象からみてゆくことにしよう 1）。

考察する道路は， ある二地点を結ぶ一定容量をもった道路であるとし，道路

の利用状態に関して次の乙とを仮定する。（司交通は同質である。，（b）すべての自

動車の走行速度は同一であるρ （c）交通密度は道路のどの部分でも同じである。

乙のような仮定のもとで交通密度，走行速度，所要時間及び交通量の諸関係を

明きらかにしよう。交通密度（台／Km）を D，走行速度 （Km／時）を S，所

要時聞を T。交通量（台／時）をFとする。
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いま容量など道路の諸条件は所与であるから， 走行速度は交通密度の関数と

して表わされる。それを S(D）とし，

S'(D）く0,S"(D）くO (1.1) 

という仮定をお乙う。所要時間は走行速度の逆数であるから，これも交通密度

の関数として表わされる。それを T(D)=1/S(D）とすると，（1.1）から

T'(D))30, T叱D))30 (1. 2) 

となるだろう。また，このような走行時間のうちで最小のものを Toとしてお

く。

交通量は密度と走行速度の積であるから， 結局は密度の関数として表わされ

る。それを F(D）とすると，

F(D)=D・S(D) (1. 3) 

である。きて，密度と交通量の関係は，（1.3）をDについて微分した式

F'(D) ={T(D)-D・T’（D)}/T(D) 2 (1. 4) 

F"(D) =[ -DT"(D）・T(D)-2T’（D)(T(D)-DT'(D))J/T(D)3 

(1. 5) 

からわかる。 T'(D)=T(D)/Dのとき F'(D)=0となるが，（1.2）と（1.5）か

らF"(D)<Oとなるので， このとき交通量は最大となる。交通量が最大にな

るような交通密度を D水とし，そのときの交通量を Fma,:cと表わそう。図1は

密度と所要時間の関係を，図2の！－！ は交通量と所要時間の関係を表わしたも

のである。乙の図からもわかるように，交通量は密度が D＊ になるまでは増加

するが，密度が D＊ を超えると減少し始める。つまり ！－！ は Fma,:cを超える

とbackwardbendingの形をとるのである。そして密度が D伽沼に達すると，

自動車は身動きがとれなくなり， 走行速度はゼロになるので，交通量はゼロに

なる。

次にこの道路のサービスへの需要について考えてみたい。いま需要がトリッ

プの所要時間のみに依存するとしよう。 このとき，需要を単位時間内に当該道

路へ進入する自動車台数で表わす乙とにする。需要量は走行時聞が減少するほ

ど大きくなり， 需要曲線は通常の財の場合と同じ右下りの形状を示すものとし
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ょう。図2には，乙のような需要曲線が示されている。乙の図で需要がd,-d,,

d2 d2, d3 d3のとき，均街点は各々 A,B, Cである。 BとCでは，交通出

度は Dネに達しておらず，道路容量もまだ余裕を残している。一万AとCでは

交通量は同じであるが， 交通密度はそれぞれ DA,Deと異なる。つまり Aは

“停滞的”な状態であり，そこではCの状態と較べて，各自動車は （TA Tc）だ

け大きい所要時閣を要しながら，交通量はCと同じである。 そこでAのような

状態では，進入規制等で密度を下げることによって交通量を増加させることが

できる。言い換えればそれは，道路への進入以前に逼転者に待ち時闘を課して，

道路サーピスの需要曲線をシフトさせることによってもたらされるだろう。

道路容量が一定のとき，その道路に関しては上にみてきたような技術的諸条

件が与えられているのであるが， われわれは道路がどのように利用されている

状態が望ましいかについて直ちに判断することはできない。 それは輸送の目的

や形態によってそれぞれ異なるだろう。例えば，与えられた時間内にできるだ

け多くの輸送を行なうには， 交通量が最大になるように交通密度が調整きれな

ければならないであろう。 あるいは，自動車ができるだけ速く走行できるため

には，密度は極めて低く抑えられなければならないだろう 0 ..…等々 。しかし，

道路がどのように利用されるのが望ましいかは， 単に道路の技術的側面からの
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み論ずるのではなく，経済的な観点からも論じられねばならない。 そのために

は，これまでみてきた道路利用の物理的諸関係は経済的タームに置き換えられ

なければならないだろう。道路利用者は当該道路を走行するのにまず自動車に

関する走行費を必要とする。 それは燃料費，消耗費等からなる。次に利用者は

走行時間（所要時間）を必要とするが， それを貨幣額的なタームに置き換えた

ものが時間費用である。道路走行で負担しなければならない利用者費用はこれ

ら定行費と時間費用とからなる。 この内，交通量の増加に伴い逓増的な増加率

をもっ時間費用は，利用者の負担する費用の中で重要な位置を占める。一方，

需要についてはこれまでみた交通量と所要時間の関係から交通量と需要価格の

関係で考えられる 2）。

1）この節については Walters〔9),Johnson 〔3），岡野〔10）等参照。

2）密度に関して交通量が増加的であるとき（図1で OζDζD勺交通量と所要時

間の関係は次のようになる。交通量を xとすると， x=D・S(D)=F(D）である
が， Fの逆関数を M とすれば D=M(x）と表わされる。したがって所要時間は

T(D) = T(M(x）） となる。 dT/dx=T'• M’， iFT/dx2=T＂ ・ （M’） 2 十 T'•M＂ とな

るが O豆D三二D＊では M’＞O,M'>Oであり， (1・2）から T’＞O,T＇’＞Oだか
ら・dT/dx>O, d2T/dx2>0がいえる。なお次章からの交通量と利用者費用の

関係は密度に関して交通量が増加的な部分について考えている。

2. 道路混雑と利用税

一定の容量をもつある道路に関して， その需要構造が与えられている場合，

道路がどのように利用されるのか，言い換えればどれ位の大きさの交通量が望

ましいのかを経済的側面から考察してゆくのがこの節での課題である。本節で

はまず道路利用に何等の経済的規制を加えない放任の場合と， 社会的純便益を

最大にする場合についての均衡交通量を考え，次にそれらを道路当局がとりう

るいくつかのポリシーのもとで決定される均衡交通量と比較してみたい。

1. 1節と同様に，ある 2地点を結ぶ道路を考え，そこでは1節での仮定例，

(b), (c）が成り立っているとしよう。その道路における交通量を久その道路を

走行するのに必要な自動車1台当りの費用すなわち平均利用者費用を g（めと

しよう。 g(x）は所要時間の時間費用と走行費用からなり，それは交通量 xに
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依存するが， g(x）は

g’（x):>O, g’＇（x) ;;_;;,o (2. 1) 

であると仮定する。 この仮定は前節で導かれた交通量と所要時間の技術的関係

に対応している。一方乙の道路の当局者が道路サービスの供給に要するものと

しては単位期間内の資本費用，維持費用，管理費等があるが，以下では簡単イ

のため乙れらを一定で Eであると仮定しよう。またこの道路サービスに対する

需要については，それを交通量の関数 f(x）と表わし，

f’（x）くO (2. 2) 

と仮定する 1）。

まずこの道路に何らの利用税も課せられない放任的な場合から考えてゆこう。

このとき利用者は平均費用g（めだけしか要しないから，放任的な均衡は f(x)

=g(x）の解£（図3のA）によって示される。いま

印）=J:!C-r) (2.3) 

と表わすと，均衡において利用者全体は F（めの総便益を受け i•g(x） の費用

を支払ったことになる。

さて次に利用者が受ける総便益と，彼らが支払った総費用及び道路サービス

{x ・g叫I~x .fI(x., Jx・g(X)}'

{11 I YiX) 

f'(X) 

。 X X主 X X 

図 3
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の供給に必要な費用の差額として社会的純便益（以下 NB（めと略記）

NB(x) =F(x)-x•g(x)-k (2. 4) 

を定義しよう。道路容量が与えられているとき，社会的に最適な交通量は NB

（めを最大にするような Zである。それは NB(x）を zで微分した

f(x)-{g(x) +x•g’(x)} =0 (2. 5) 

から求められる 2）。 (2.5）式の第2項は交通量が 1単位増加した場合の利用者

全体が支払う費用の増分であり， 通常社会的限界費用といわれる。社会的限界

費用は g’（x)>O，つまり，交通量が増加するとき平均費用が増加するような場

合は，必ず平均費用 g(x） よりも X•g’ （x） だけ大きい。 (2.5）式は社会的純

便益を最大にする交通量 Xは社会的限界費用と利用者の限界評価が等しいとき

もたらされる乙とを意味している。（2.5）の解をげとしよう。利用者に何等

の経済的規制を加えないとき，均衡解は£でありげとはことなる。すなわち

このような社会的純便益を最大にする交通量を道路利用者の主体的均衡によっ

て達成するにはある経済的な規制が必要となるだろう。 そこで道路利用者にあ

る税 tを賦課する乙とにしよう。そうすれば道路の利用者費用 cはこれまでの

g(x）から

c=gぐx)+t (2. 6) 

となる。均衡では f(x)=Cとなるので，求めるべき税がは， f(x）とg(x)

の関係を示す（2.5）式を考慮すれば

t*=x＊・g’（x*)

となる。つまり道路利用者に計•g’（計）の税を課し，利用者費用を g（めから

g(x）＋げ・g’（げ）にシフトさせる乙とによって利用者の主体的均衡から交通

量 x＊ がえられるのである。

次に，道路利用者にある利用税を課して， それから得られる税総収入と道路

サービスの供給費用の差を最大にするような場合，つまり道路当局者が独占的

企業者のような行動をする場合を考える。利用税を tとすると求めるべきもの

は
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max(x・t-li)
X 

f(x) =g(x) +t 

経済論究 36 号

となる zである。その均衡条件は

f(x)-x•g'(x)-g(x) +x・f (x) =0 

であり，このとき

t=x•g’(x)-x·f'(x) 

(2. 7) 

(2. 8) 

(2.9) 

である。均衡解は（2.8）から求まるがそれを Zとすると， f'(x)<Oだから

(2.5）と（2.8）から x<xネである。このことは，図3でf(x）とg(x)+x•g’ 

(x)-x・f'(x）の交点Cによって表わされる。そしてこのとき求めるべき税はl=

z・g’（x)-x・f’（x）である。

利用税から得られる収入が道路サービスの供給費用長と等しくなるような収

支均等の場合は次のようになる。すなわち収支均等となる交通量は

f(x) =g(x) +t, x•t＝五

によって，つまり

f(x) =g(x）十五／x

(2.10) 

(2.11) 

から求められる。このときの均衡交通量のうち最大のものを Zとすると，利用

税は t=f(x)-g(x)＝長／xである。図3には f(x）とg(x）十五／xの関係が，

Eの様々な大きさについて描かれている。長の大きさによっては常に g(x）十

五fx>f（めとなり，（2.10）式は解をもたないこともありうる。つまり，利用税

収入によって道路サーピスの供給費用を賄うことは必ずしも可能ではないとい

う乙とであるわ。

最後に道路当局の税収入が供給費用と等しいか， 上回るという条件のもとで

社会的純余剰を最大にする場合を考えてみよう。その均衡交通量は

maxNB(x) sub. to x•t一五二三0, f (x) = g(x) + t 日 (2.12) 
X 

という問題を解く乙とによって与えられるべ（2.12〕の解を x,t.とすると z・

t.-fi>O となっているときは X=X＊ であり， X• t_一五＝0となっているときは

X=Xである。後者においてもし X=X＊ であれば X=X=X＊ である。



交通混雑問題のー視角 - 89 -

2. これまでいくつかの場合の均衡交通量についてみてきたが，次にこれら

の関係について若干の考察を加えてみよう。 まず均衡交通量の大きさについて

は，各々の均衡式から， x＜げ＜£であることがわかる。 Zは五の大きさに依

存するが，収支均等となるような均衡交通量が存在するとすれば， Z三二x<xと

なっている。長が小さいほど Zは大きい。

次に道路利用者が直接的に受ける消費者余剰を CS（めとすると

CS(x) =F(x)-x•f(x) (2.13) 

であるので，交通量zが大きいほど・CS(x）は大きい。したがって CS(x)<CS

(x*)<CS（わであり， CS(x）とこれらの関係は五の大きさ如何に依存する。

利用者が直接的に受ける消費者余剰という観点のみから考えれば放任した場合

の交通量£が最も望ましい乙とになる。

道路利用者が相互に外部効果を及ぼさない場合は彼らが直接的に受ける消費

者余剰を価値基準におけばよいが， 利用者が相互に外部効果を及ぼし合う場合

この基準は不適切となる。何故ならそれは利用者聞の外部効果をも含めた社会

的総費用を考慮していないからである。 したがってわれわれは社会的総費用と

供給費用を考慮した社会的純便益 NB（ゆを社会的な価値基準として用いなけ

ればならないだろう 5）。社会的純便益に関してはどんな交通量zに対しても N

B（計）ミNB(x）であるが，それは次の理由による。交通量が計を超えると，

交通量1単位当りの利用者の限界評価が社会的限界費用より小さいので， げ＜

zなるし1かなる交通量zについてもげを超えた部分については，総費用の増

分が総便益の増分より大きいので，負の社会的余剰が生ずることになる。£の

ときそれは図3のA'ABで示される。つまり NB(x）は NB(x勺より A'AB

だけ小さい。また交通量がげより小さいときは利用者の限界評価が社会的限

界費用より大きいので， 交通量を増加させて社会的純便益を増やすことができ

る。

3. さて次に各々の場合について社会的純便益の比較を行なってみたいが，

それに先立つて次のような性質をもっ交通量を考える。 x＜げなる Xについて

は NB（めは単調増加，げ＜xなる xについては NB（めは単調減少だから
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NB(x)=NB（めとなるような x＜げが寄在する。それを z’としよう 6）。ま

ず平均費用の増加率に対して， 需要の価格弾力性が相対的に大きい場合を考え

る。乙の場合は Z’と Zの相対的関係について z’ζZがいえるものとしよう。

そして乙のとき五はが小さくなるにしたがって (i)iζx<x汽（ii)x<x豆x汽

(iii) x*<x<xの各場合が考えられる7）。 (i）では NB(x）ζNB(x）三NB(x)<

NB(x＊） で X=Xである。（ii）は（i）の場合と等号の関係が異なるにすぎず，

NB(x）三二NB(x) <N  B(x) sN  B(x＊） で x=x(x=x＊のときは X=X=X＊） で

ある。（iii）では NB(x）ζNB(x）三二NB(x)<NB(x*)（いずれかの等号が成立

するか，すべての等号は成立しないかの3つのケース）であるが， このときエ

=x＊ となっている。これら（i)'(ii)' (iii）では，何らの利用税も課せない放任

的な場合よりも道路当局の利潤最大或いは収支均等のポリシーによる均衡交通

量の万が社会的に望ましいことがわかる。

次に平均費用の増加率に対して需要の価格弾力性が相対的に小さい場合を考

えてみよう。このときは z’と Zの相対的関係は x<x’となっているものとし

よう。そして hが小さくなるにしたがって（iv)i豆x<x',x<x三三x', (v)x< 

〆＜x三二x*,(vi) x’＜げ＜xの各場合が考えられるわ。 (iv）では NB(x）三三NB

(x)<NB(x)<NB(x*), NB(x)<NB(x）ζNB(x)<NB（げ）で X＝主であ

る。（v）では NB(x)<NB(x)<N  B(x）ζNB仰木）で x=x(x=x＊ のときは

さ＝x=x＊） である。 (vi）では NB(x)<NB(x)<NB(x)<NB(x＊） で，乙の

ときは X=X＊ となっている。

以上からわかるように， 放任の場合，利潤最大の場合，収支均等の場合のそ

れぞれの社会的純便益は平均費用の増加率と需要の価格弾力性の相対的関係お

よび供給費用 hと需要の相対的関係に依在する。

4. 利用税については次のことがいえるだろう。社会的純便益を最大にする

利用税がは社会的限界費用と平均費用の差であるが， それを混雑税とよぶこ

とにする。 まず道路当局が得る利潤を最大にする税 fについては（2.9）から

t=i{g’ （i)-l’ （x)}>x・g'(i） であり，この税は混雑税分 i•g(i） よりも需要

の弾力性を考慮した －i•f' （めだけ大きい。収支均等となるような交通量が寄
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在しないときは t・x＜五となっており，税収入は供給費用を下回るが，収支均

等となる交通量が存在すれば t•i二三五が成立してしイる。以下収支均等となる交

通量が存在する乙とを前提して考えてゆ乙う。供給費用長が相対的に大きくて

混雑税収入が供給費より小さい， すなわち， t*•x＊＜五とき収支均等の税 f は

t>x・g’（i）となっているので，乙の税は混雑税分より大きい。一方， 五が相

対的に小さくて混雑税収入が供給費用より大きい，すなわち， P・x*>kのとき

はl<x・g’（のだから， ζの税は混雑税分より小さい。したがってこのときは税
をより高くする乙とによって， 収支均等よりもむしろ利潤が正のもとで社会的

に最適な交通量を達成することができる。 また混雑税収入が供給費用と等しい

ときは炉＝tで，収支均等の税は混雑税ともなっている。乙のときは収支均等

のもとで社会的に最適な交通量が達成されることになる9）。

道路利用者が相互に外部効果を及ぼし合うとき， 道路サーピスの限界評価＝

平均費用（私的限界費用）という利用者の主体的均衡による交通量£は社会的

にみて大きすぎる。 そこで利用税を課することによって交通量を抑制し，社会

的により望ましい交通量を達成できる。 最も望ましい交通量は混雑税げを課

したときのげである。道路当局の利潤最大，収支均等の場合の交通量は，平

均費用の増加率に対して需要の価格弾力性が相対的に大きいほど， 放任的な交

通量よりも望ましい。また利用税収入と供給費用 hの関係は hと需要の相対

的関係にかかわるが，五が相対的に小さいほど混雑税収入は五を上回りやすい。

その際道路当局は正の利潤を得ながら社会的に最適な交通量も達成することが

できる 10）。

1）需要関数に関しては， f’（x）が正で法外に大きい値をとるような場合はないと
仮定する。

2）道路サービスの供給費用 k（一定）の大きさは最適条件（2.5）に影響しない。

また仮定から NB"(x）くOだから， 社会的純便益を最大にする解は在在し，それ

は一意である。

3) f(x）とg(x)+k/xが接するときはf(x)=g(x）＋五／xかっ戸（x)=g(x)-k/x2 

だから

f(x) =g(x) +x・g’（x)-x・f'Cx)
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となる。よって（2.めから x=xとなることがわかる。逆に Zで g(x)+li/x= 

f(x）となるときは，

g(x) +li/x=f(x）かっ f(x)=g(x) +x・g’Cx)-x・f’Cx)
となるので，これらから

f'(x) =g'(x)-li/x2 

となる。したがって 5では／（ゆと g(x)+k/xは接している。

また xく5でf(x)>g(x）十k/xとなることがあれば ！Cx)>g(x）十li/xである
ことは， fぺx）が正および負の極端な値をとらないとき示される。
4）この問題は3節の（3.13）に対応している。

5）再度述べるが，利用者全体という意味で社会的である。

6) J;ucτ）ー｛吋（τ）｝’Jdτ＝0の解がどである。

7) (i）はど豆Z三二Zく日く久（ii）はど三二5くZ三二日くム（iii）はど三3くβくx<x.

である。

8) (iv）は ZζZくがくげくx,zくZ三ニダく日くム (v）は 5くどくZ三二日くx,(vi) 
は5くがく日くzく£である。
9）勿論，利用税収入は社会的純便益l乙含まれている。

10）われわれの分析では混雑費を利用者費用関数で考慮しているが， それを需要関

数において考慮したものに Anderson〔1）がある。

3. 道路混雑と投資決定

2節では，道路容量が一定のもとでの利用税水準と均衡交通量についてみて

きたが，本節では道路容量を一定と考えずに， 与えられた需要構道のもとで，

道路容量水準と交通量を同時に決定する投資決定の問題についての考察を行な

いたい。 われわれはまず，社会的純便益を最大にする交通量と道路容量水準が

どのような大きさであるかを導く。そして次に道路利用税を徴収する場合を分

析するが，そのさい最初に利用税総収入が供給費用と等しいか上回るという条

件のもとでの社会的純便益最大化について考え， 次に，単に利用税収入と供給

費の差額を最大にする，道路当局の利潤最大問題を考える。

1. 交通量を z，道路容量水準を sとし（x,s) =xと表わす。当該道路への

需要を f(x，），利用者費用を g(x）とする。道路建設費は道路容量水準の関数

とし， それを K(s） と表わそう。 そして単位期間当りの道路サービスの供給

費は資本費用 rK(s）だけであると仮定する。ここで fは社会的利子率である。
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道路サービスに対する需要に関しては 2節と同じく／＇ （め＜Oとするが， 更に

われわれは利用者費用，道路建設費用に関して次のように仮定しよう。

g(x)>O (3.1) 

gx(x)';>O (3. 2) 

gxx(X)';>O (3.3) 

g3(X）くO (3.4) 

gss(X)';>O (3. 5) 

gxs(X) =gsx(X）く0 (3.6) 

K'(s)>O (3. 7) 

K"(s)';>O (3. 8) 

利用者の総便益から利用者の総費用， 道路サービスの供給費用を差しBIいたも

のを社会的純便益とし，それを H(x）と表わすと

制 ＝fシ（r)dr一内（x)-rK(s) (3. 9) 

である。 われわれは，まず乙のような社会的純便益を最大にする社会的に最適

な交通量と道路容量水準から求めることにする。と乙で H(x）は2団連続微分

可能な厳密な凹関数とする 1）。 H(x）を最大にする条件は

Hム＝f(x)-g(x)-x•gx(x)=0 

Hs= -x•g8(x)-rK’(s) =0 

(3.10) 

(3.11) 

によって表わされる。ここで， H,gのサフィックスは，それらサフィックスが

表わす変数による H,gの偏微係数を，また K’（s）は S による K(s）の微係

数をそれぞれ意味している。 乙れら（3.10）と（3.11）から社会的純便益を最

大にするような交通量と道路容量水準が求まるが，それらを（げ，s勺＝X＊とし

よう。と乙ろで（3.10), (3. 11）は次のようなことを意味する。（3.10）は均衡

においては，道路利用者の道路サービスへの限界評価と交通量xが増加するこ

とによる社会的限界費用が等しくなければならないことを意味する。 乙れは道

路容量水準sを一定と考えたときの，交通量zに関する最適化であり，短期的

な意味での最適化といえよう。（3.11）式は，均衡では，道路容量水準sを増加
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させたときの利用者費用の全体的節約分が供給費用の増分に等しくなるように

道路投資が行なわれなければならないことを意味している。乙れは交通量zを

一定と考えたときの道路容量水準sに関する最適化であり， 長期的な意味での

最適化といえる。

と乙ろで， (3.10）の条件は道路利用者の主体的均衡からは達成されないだ

ろう。そこで2節で考えたと同様に利用者にある税 tを課し，利用者費用を g

(x）十tとし

f (x) = g(x) + t 

という利用者の主体的均衡によって（3.10）式の条件を達する。 このとき徴収

すべき税は

t*=X*•g:c(X*) 

であり，道路当局の税収入の総額はげ2・g:c(x＊） である。 2節と同様 t＊ を混

雑税とよぶことにする。

2. 次に税収入総額が供給費用を上回わるか等しいという条件のもとで社会

的純便益を最大にする場合についてみてゆ乙う。その解は

max H(x) sub. to ψ（x) =x•t-rK(s） 二三O
X, S 

(3.13) 

という問題を解くことによって与えられるであろう九 ここで／（め＝g(x)+t

であり，また｛Jsa(x）二三0｝は空集合でないとする。 (x, s) =xが（3.12）の解

であるための必要十分条件は

f (x) -g(x) I xg x (x) +1右前

{-xg3(x)-rK’（s)}(l+a) =0 (3.14) 

x•t-:-rK(s） 二三o, a{x•t-rK(s)} =0, a二三O (3.15) 

となる aが存在することである。均衡方程式（3.13)(3.14) (3.15）から，均

衡交通量 Z，均衡道路容量水準互に関しては次のことがわかるだろう。 まず，

z・t-rK(s)>Oとなっている場合，つまり道路当局の徴収する利用税収入総額

が供給費用を上回っている場合から考えよう。乙のとき a=Oであるので，

(3.13), (3. 14）はそれぞれ（3.10), (3. 11）と同ーの式であることがわかる。
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との場合は（3.9）と（3.12）の解は等しく x=x＊ であり，利用税 t=X•g:c

(x) =x*•g,,(x*) ＝げはまさしく混雑税である。 次に x•t-rK(s)=0つまり

税収入総額と道路サービスの供給費用が等しくなっている場合a二三Oである。こ

の場合もし a=Oのときは，社会的純便益を最大にするような交通量と道路容

量に関して，利用税収入総額が道路サービスの供給費に等しくなっている。

♂＞Oのときは，制約条件をゆるくして，道路税総収入が道路サービスの供給費

用を下回るようtとすれば， 社会的純便益をより増やすことができることを意味

する九

きて均衡において， a=Oのとき（3.13）は（3.10）と等しくなるが， a>O 

のときは（3.13）と（3.10）は等しくならない。（3.13）は道路容量水準が与え

られたとして社会的純便益を最大にするような交通量を求めようとする短期的

な最適条件であることは前にも述べたが， a>Oのとき（3.13）は，均衡におい

ては交通量の増加による社会的限界費用が道路利用者の限界評価よりも α／Cl+

α）・5・f’（めだけ小きくなるように交通量が決められなければならないことを意

味している。また交通量が与えられたとして，道路容量水準を決める条件（3.

14）は（3.11）に等しい。つまり，乙の場合も道路容量に関する長期的な最適

化条件は制約条件のないときの最適化条件と等しいことになる。 このとき道路

利用者に賦課される税は

t＝勾 xC同一詳言・2・f’（主〕 (3.16) 

である。（3.16）は，道路利用者税は社会的限界費用と平均費用の差である混雑

税分 X•gx(X） よりも －a/(l+a）・2・f'(x）だけ高い水準であることを意味する。

4. さて，われわれは次に，道路利用税総収入と道路サービスの供給費用の

差が最大になるような場合， つまり道路当局の利潤最大化の場合についての交

通量と道路容量水準を求めてみよう。これは

max{x・t-rK(s)} (3.17) 
x,s 

から導く乙とができる。ただし f(x)=g(x) +tである。（3.17）を zとsに

ついてそれぞれ微分して
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f(x)-g(x)-xgx(x) +xf'(x) =0 

-xg/x)-rK'(s) =0 

(3.18) 

(3.19) 

をうるが，（3.17）の解はこれら 2つの式から求める乙とができる。これらの解

を（x,s) =xとしよう。（3.18）は社会的純便益を交通量に関して最大にする最

適化条件（3.10）とは常に異なる。 しかし道路容量水準に関する長期的最適化

条件（3.19）は（3.11）と等しい。またO三二a/(a十1)<1だから，（3.18）では

均衡における道路利用者の限界評価と社会的限界費用の帯離の度合が，（3.13)

と比べるとより大きくなっていることを意味している。 さてこのときの利用税

tをとすると

t=x・g(x)-x・f'(x) (3. 20) 

であり，利用税は混雑税分よりも －x・f'Cめだけ高い水準にある乙とがわかる
だろう。

ところでこれまでみてきた三つの場合の他に道路当局の利用税総収入＝供給

費用という収支均等のもとでの道路サービスの供給が考えられる。収支均等条

件， ψ（X)=X・t-rK(s)=0ただし f(x) = g(x) + t, を満たす道路容量水準 s

と交通量zのもとで，乙のような道路サービスの供給は可能である。しかし社

会的純便益のような厚生基準を考慮するなら， この問題は（3.12）の問題に包

摂されてしまうだろうぺ

5. さて，次にこれまで考察してきた三つの場合に関して，それぞれの社会

的純便益，均衡交通量，均衡道路容量についての比較を行ってみよう。

まず社会的純便益については次のことがわかる。問題の性質から H仰木）二三H

（£）であるが H(x）は厳密な凹であるから， x=x＊のときのみ H(x)=H(x*)

がいえる。そして X=Xネでないときは H(x*)>H(x）。 また H(x＊）二三H(x)

と考えられるが，（3.10), (3. 11）と（3.18), (3.19）から x=x＊ とはならな

いので H(x*)>H(x）ある。次に｛xicp(x）二三0｝は空でないから，ヂ（x）二三Oお

よびヂ（x）二三Oである。また（3.12),(3.17）から H(x）二三H(x）である o cp(x) 

>Oのときは a=Oで（3.13), (3. 14）から H(x)=H，仰木）＞H(x）。ヂ（x)=

O，ψ（x)>Oのときもやはり H(x)>H(x）である。ヂ（x）＝ヂ（x)=Oのとき
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(x=xではない）， H(x) =H(x）とすると仮定から実数 A(O<Jt<l）に対して

H(Ax+ (1-l)x)>lH(x) + (1-l)H(x) =H(x）となる。また伊（x）の性質か

ら伊(Ax+(1-l)x) >lcp(x) + (l--1）伊（x)=Oである。つまり<p(lx+(1-tl)x) 

>Oなる tlx+(1-l)x について H(Ax+(1-l)x)>H(x）となるので H(x)
が ψ（x）二三Oでの H(x）の最大値であることに矛盾する。よってH(x)>H(x)

でなければならない。

きて次は交通量について考えよう。まず H(x*)=H(x）のときげ＝主であ

る。 H(x勺＞H(x）のとき O<H(x*)-H(x)<Hム（x）（げ－x）十HsCx)(s＊ーめ
となるが（3.13) (3.14）から Hム（x)>O, Hs(x) =0 となるので乙のとき日

>xでなければならない。よって xネミZである。立た同様にして， x>xが示

される。

一方道路容量については次のことがいえる。 i＝げのときは s=s＊ である。

そこで x*>xのとき s＊くまとする。乙のとき（3.5）から gs（げ，s＊）三二gs（げ，

s）であり， (3.6）から gs似てのζgs(x,s）であるから， gs(x＊）三二gs(x）。一

方，ーげ＜O, -x<Oであり，（3.7), (3. 11), (3. 14）から gs(x*)<O,gs(x) 

<Oであるから rK’（s勺＝－げ・gs(x*)>-x・gs(x)=-rK’Cs）となりこれは

K’（s勺＞K’（s）を意味する。しかし（3.めから K''(s）三Oだから，計＜互の

ときは K'(s＊）ζK’Cs）でなければならないので乙のことは矛盾する。また s*

=Sとすると（3.6）から gs(x＊）三三gs(x,s*) =g~ (x, s) =gs(x) となるが，同

じ理由からこれはK’（s*)>K’Cs）を京味する。しかし s＊＝互のときも K'(s*)

=K’（s）であるからやはり矛盾する。乙れらから s*>sでなければならないこ

とがわかる。同様にして s>s も示される。以上からがとx>xで H(J約三

H(x)>H(x) C等号は x＝がのとき）となることがわかった。

6. これまでの論議では， 道路サービスへの需要が与えられたとき，社会的

純便益を最大にするような交通量と道路容量水準が存在する乙とを前提にして

議論を進めてきたが，ここではそれが脊在する前提条件について若干の考察を

加えたい5）。 われわれは社会的純便益を最大にする交通量と道路容量水準が一

意的に存在する十分条件として， H(x, s）が厳密な凹であることを仮定した。
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H(x, s）がこのような性質を満たすための条件はHの2次導関数からなるヘッ

セの行列が負定値となることであるが，それは

Hム（x,s) =f’ (x)-x•ga:a:Cx, s)-2ga:(x, s)<O 

Hss(X, s) = -X•gssCx, s)-rK"(s)<O 

Hム（x,s) ・Hs雪Cx,s)-H;cs(X, s)2 

={f'(x)-x・g;c;c(X,s)-2g;c(X, s)} {-xgssCx, s)-rK叱s)}

一｛－xga:s(x,s)-g8(X, s) }2>0 

(3.21) 

(3.22) 

(3.23) 

とならなければならないことを意味する。 なおここで，各関数のサフィックス

はそれらサフィックスが表わす変数による各関数の導関数である。以下われわ

れはどのような条件のもので（3.21), (3. 22), (3. 23）が成り立つのかをみて

ゆくことにしよう 6）。それに先立つては，本節の冒頭で行なった（3.1）から

(3.8）がどのような意味をもつかについて考えてみる必要があるだろう。

(3.1）は x>O,s>Oのとき利用者は当該道路を走行するのに必ず費用を必

要とするという当然の仮定である。 (3.2）は道路容量水準が一定としたとき，

交通量が増加すれば平均費用は増加するということを， (3.3）は同じく平均費

用の増加率が逓増的である乙とを意味している。それらは2節の仮定（2.1)

に対応していることはいうまでもない。一方（3.4）は交通量を一定としたとき

道路容量を増せば平均費用は減少することを意味する。 しかし（3.5）は， こ

のような平均費用の減少率は道路容量水準が大きくなるほど小さくなること，

つまり道路投資の収穫非逓増性を意味する。 また（3.6）は， 交通量に関する

平均費用の増加率は道路容量の増大によって減少することを意味している。 ま

た（3.7), (3. 8）は道路建設費は道路容量が増えると増加し，その増加率は非逓

減的であることを意味している。

さてこのような仮定のもとで (3. 21), (3. 22), (3. 23）について考えてゆこ

う。（3.2）と（3.3）およびI'(x)<Oの仮定から（3.21）は常に成立すること

がわかる。（3.22）は（3.5）と（3.8）の両者が等号の場合を除けば成り立ってい

る7）。次に（3.23）についてはその第2項は非負の値をとるから（3.22）が成

立しないような場合は成り立たない。いま（3.22）は成立しているものとして，
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どのような場合に（3.23）が成立しやすいか列挙してみよう。 まず平均費用の

増加率 gxとその増加率 gxxが大きいほど成立しやすい。道路投資の社会的

費用低下分に対する効果が投資の増加によって減少するほど（投資の収穫逓減

性が大きいほど）成立しやすい。道路投資の規模による資本費用増加率の逓増

性が大きいほど成立しやすい。 また需要に関しては，その価格弾力性が小さい

ほど成立しやすい8）。

現実的な問題として，（3.1）～（3.8）は妥当性をもっ考えられるし，（3.23）も

成立するとみなしてよいだろう。 そのときは社会的純便益を最大にする交通量

と道路容量水準が容在する十分条件が満たされていることになる。

7. 以上本節では道路容量水準sと交通量zを決定する問題を考察してきた

のであるが，最後にそれらのまとめを行ってこの節を終えたい。

道路当局は社会的純便益を最大にするような道路容量水準 sを次のようなプ

ロセスから決定すると考えることができょう。

まず任意の道路容量水準sを与えると， 2節でみたように，その sに対して

社会的に最適な均衡交通量が決まる。次に Sを変化させ，供給費用 K(s）を考

慮しながら社会的純便益が最大となるような sを決める乙とができる。かくし

て x*,s＊ が求められる。第二，第三のポリシーによる均衡解も同様なプロセ

スから導かれる。

各ポリシーにおける均衡条件で， 交通量を一定としたときの道路容量に関す

る均衡条件はすべてのポリシーで同じである。 しかし，道路容量を一定とした

ときの交通量に関する均衡条件は各ポリシーで異なるが，それは 2節でみたそ

れぞれのポリシーの均衡条件と対応していることがわかる。均衡交通量，均衡

道路容量は第一のポリシーのもとで一番大きい。第二のポリシーのもとでの各

均衡量は，第）のポリシーのもとでのそれと一致する場合もあるが， そうでな

いときは第一のポリシーの各均衡量よりも小さい。 また第三のポリシーの各均

衡量は第一，第二のポリシーのそれよりも小さい。

1）実行可能領域は R2においてコンパクトで凸であるとする。 （x,s）ミ0であり，

S=Oのとき x>Oとはなりえない。一方 s>O,x= 0のときは H(O,s）く0=
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H(O, 0）となる。したがって最適解は （x,s）ニ0かい，s)>Oにある。また，ど

のような sの大きさに対しでも，利用密度が最大にならないところに xの最適解

があるので，実行可能領域の境界に解はない。

2) cp(x）は厳密な凹関数で，｛x!cp(x）二三0｝は空集合ではないと仮定する。

3) rK(s)-x•t=m とすると互＝dH(x)/dmlm= 0だから，互＝ 0のときはH(x)

は cp(x）ζ0の領域で、局大かっ最大になっている。一方a>Oのときはmを増や
す，つまり利用税総収入が供給費用を上回るという条件をゆるめることによって

社会的純便益の最大値 H(x）を増やすことができることを意味する。

4）道路当局による社会的純便益最大のポリシーのもとでの混雑税収入総額と供給

費用との大小関係は利用者費用関数， 建設費用関数の性質に依存するが， 十分条

件として次のことがいえる。もし利用者費用関数 g(x,s）があsi乙関して零次同

次なら，建設費の限界費用が道路容量に関して一定，つまり Kぺs)= 0のとき，
混雑税収入総額と供給費用は常に等しい。 また建設費の限界費用が道路容量に関

して逓増的なとき前者は後者を上回り， 逓減的なとき前者は後者を下回る。 これ

についてはモーリング〔7〕を参照。

5）以下は Littlechild〔4〕による。

6) (3. 21) (3. 22) (3. 23）はH(x）が厳密な凹関数であることの必要十分条件であ

る。ところで H(x）が最大値をもつためには H(x）が凹関数であることを必要と

するわけではないが， H(x）が凹関数ならば H(x）は最大値をもっ。したがって

以下では H（叫が最大値をもっ十分条件について考えていることになる。

7) K'ぺs）くOでも lxgssl>lrK”｜つまり，投資による社会的費用節約分の変化率
が投資による資本費用増分の変化率より大きいときは，（3.22）が成立する。

8) cp(x）については， <pxx=Hxx+(f’＋ x•fつ，伊ss=H的 <pxs=Hxs となるので，

f’＋x・f”ζOであれば（3.21)(3.22) (3.23）が成立するとき cp（応）は厳密な凹
であるが， f，十X•f”＞ O であっても cp(x） の厳密な凹性を満たすこともできる。

結びに代えて

これまで道路がどのように利用されるのが社会的に望ましいのかということ

について考察してきたのであるが，最後にいままでの議論に関連する若干の問

題点に触れて稿を終えたい。

われわれは， 2節と 3節で， 社会的に最適な交通量を実現するには，利用者

に混雑税を課さなければならないことをみてきた。そ乙でこのような混雑税を

いかにして徴収するかが問題となるだろう。各道路ごとに徴収すべき税は異な

るので，徴収には多大な費用と煩雑さが伴なうと考えられる。燃料税や自動車

税による課税は容易ではあるが，それは道路利用全体に対する課税になり，そ
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れぞれの道路の事情を考慮していない乙とになる。 そ乙で，乙のような混雑税

を徴収しない次善的な方法として， 道路サーピスと代替的な公共輸送機関の料

金を引き下げることにより道路サービスへの需要を減少させ，負の社会的余剰

部分を減らすという方法も考えられるだろう 1）。

また道路サービスを利用する場合， 通常単一の道路だけでなく，道路ネット

ワークとしての利用が行なわれるので，特に都市部での道路混雑を考察する際，

道路聞の相互関係の考慮は欠かせない2）。

社会的純便益の構成についても考慮しなければならない。 というのは社会的

純便益は， 利用者が直接的に受ける消費者余剰と道路当局の利用税収入とから

成り， 消費者余剰はさらにこれまでの交通の同質性の仮定に反して，異質の乗

用車利用によるものと営業車利用によるものからなる。 したがって社会的純便

益は， 乗用車利用と営業車利用から得られる余剰と道路当局の税収入とをすべ

て同じウェイトで加えたものから成っていることに留意しなければならない。

最後に，本稿で用いた社会的純便益は，非道路利用者への外部効果をも含ん

だ，より拡大された便益の概念に置き換えられる必要があるであろう。

1) Jackson〔2〕参照。

2) Littlechild〔4〕ではネットワークの混雑問題に言及している。
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